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本格的な地方分権時代が到来し、地方自治体において
は、「自分たちのまちが抱える問題は何で、その解決のた
めには何ができるのか」を市民のみなさんと行政が共に
考え、それぞれの責任と役割を果たしていく新たな自治
の仕組みづくりが不可欠となっています。
このため「下野市行政改革推進委員会」を設置し、行

政改革大綱について市民のみなさん等からご意見をいた
だき、この度、行政改革大綱とその具体的内容を定めた
実施計画（集中改革プラン）を策定しましたので、その
概要についてお知らせします。

下野市行政改革大綱の概要
■基本方針　
次の4つの基本方針に基づき行政改革を進めていきます。
①持続性のある行政運営に向けたスリムな行政組織
と健全な財政運営の推進
②既存計画よりも一歩踏み込んだ行財政改革の推進
③市民との協働による改革の推進
④民間事業者の活用を通じた行政サービス・業務の
担い手の多様化

■推進期間　
平成18年度から平成21年度（4年間）

■進行管理　
市長を本部長とする下野市行政改革推進本部が中心

となって進行管理を行います。
さらに、市民の参画を図るため、下野市行政改革推

進委員会へ行政改革大綱の成果・推進状況を報告し、
必要に応じて意見・提言等を求めます。
■進捗状況等の公表

行政改革大綱等に基づく成果・進捗状況については、
市民に分かりやすい形で広報紙やホームページを通じ
て広く公表します。

行政改革大綱って？
自治体経営を変革していくための行政改革の取組み

全体について明らかにしたものです。
市の将来像を明らかにした「総合計画」を着実に進

めるために、仕事のあり方や考え方を変革し、行政の
あるべき姿を示すものです。
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思いやりと交流で創る 新生文化都市
SHIMOTSUKE-CITY

◆実施項目の推進方針と主な取組み内容
推進方針ごとに具体的な取組み内容を掲げた実施計画（集中改革プラン）を策定しており、その取組み

内容を一項目ずつ掲載します。

1 事務事業・行政サービスの見直しと経営改善

（1）見直し体制の確立
○新たな政策課題に対応したプロジェクトチー
ムを編成し、人材の有効活用と組織の連携に
よる横断的取組み体制を確立します。

（2）事務事業の見直し
○民間委託を推進するための外部委託基本指針
に基づき、民間手法の活用の拡大を図ります。

（3）電子自治体の実現を通じた事務事業の効率化の推進
○庁内文書電子化を推進します。

（4）公共施設における行政サービスのあり方の見直し
○公共施設の統合・複合化を検討します。

（5）公共事業の実施手法の見直しと地方公営企業・公社の見直し
○公共事業の効率的な手法を検討します。

（6）行政評価手法の導入・活用
○行政評価システムを確立します。

4 財政改革の推進

（1）財政情報の適切な公開
○財政状況と今後の見通しについて市民に対す
る適切な情報提供を行います。

（2）財政指標の設定
○事業の着実な推進と健全性のバランスを確保
するため、財政指標を設定し公表します。

（3）歳入・歳出の適正化
○公共料金や利用料収入の増加、現金給付事業費
の削減による歳入・歳出の適正化に努めます。

（4）予算査定の改革
○施策横断的な視点による事業の取捨選択や優
先度設定を行い、これに基づく予算査定を実
施します。

（5）公共工事等発注プロセスの改革
○多様な入札制度の調査研究を行い、公平・公
正性の高い制度の導入を図ります。

5 市民と行政の対話の推進

○市民と行政が共通の情報をもって行財政改革
を議論できる素地づくりを目指します。

6 広域的な行政の推進

○周辺自治体との更なる連携を深め、県や近隣
市町との人事交流を推進します。

7 議会のあり方

○議会状況の運営等を議会自らが市民に対する
説明を行うとともに、その報酬や定数等の見
直しにかかる議論を行うよう働きかけます。

2 受益と負担の見直しと協働の推進

（1）課税の適正化と使用料・手数料の見直し
○税や料金水準の統一を図ります。

（2）補助金等の整理合理化と協働型社会の構築
○類似団体の統廃合促進及び外部意見を取り入
れた補助金の公正な見直しを行います。

3 組織・定数・給与の見直し

（1）職員数・臨時職員数の見直し
○一般職員数を抑制します。

（2）給与の適正化と定員・給与の公表
○定員・給与などの情報を積極的に公表します。

（3）人材育成の推進
○職員の人材育成に関する基本方針を策定します。

（4）庁内組織の見直し
○合併後の実情に見合った弾力的な組織機構の
見直しを行います。

（5）職員の意識改革の推進
○コスト意識を徹底させるための職員研修の充
実を図ります。

この実施計画は、行政改革大綱に基づき、市の行政改革の具体的な取り組みを明らかにしたものです。
具体的な改革項目を定め、その目標や実施時期等を明記し、より自立した行政運営を図るべく戦略的に

改革を推進するため作成したものです。
行政改革大綱及び実施計画（集中改革プラン）については、市ホームページにおいて公表しています。
『行政改革』に関するお問い合わせ先　下野市総務企画部企画財政課政策推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ 140-5552

E-mail：kikakuzaisei@city.shimotsuke.lg.jp

※行政改革推進委員会の会議資料・会議録などは、市ホームページ『計画・行革』からご覧になれます。




